
前払い制度等の背景 

 これまで「月払い」が一般的だった給料

の支払い方法について、「日払い」や「週払

い」さらには「前払い」などという方法も聞

くようになりました。これら支払い方法の

多様化の背景には、個人のライフスタイル

の変化、つまり、働き方改革によるテレワ

ークや副業などの働き方の変化や、また企

業側の事情として、人手不足による人員確

保の視点もあるといわれます。人手不足に

より他企業との人員獲得競争に勝つため他

社との差別化を図るための施策として、こ

れらの支払い方法を導入する企業が増えて

いるということです。 

前払い制度実務上のポイント 

給料の前払い制度とは、本来設定されて

いる給料の支払い日を待たずに、労働をし

た範囲内の給料を事前に支払う方法をいい

ます。労働基準法 17条で「前借金相殺の禁

止」が規定されているため、前払いが可能

なのは「既に労働している部分に限られる」

ことになります。したがって、前払い制度

を導入し従業員等から給料の前払いの要望

があった場合には、その時点での前払い希

望者の勤怠データをもとに、その日までの

給料を計算する必要があり、会社の事務負

担は大きくならざるを得ないでしょう。そ

のため近年では、「給料の前払いをサービス

として行う会社（以下「サービス会社」）」が

複数存在します。 

「サービス会社」を利用する場合 

 企業が「サービス会社」を利用して給料

の前払いを行う場合の流れは以下のように

なります。 

①「サービス会社」が、勤怠データを企業か

ら受け取る 

②従業員等から前払いの要望（申請）があ

ったら「サービス会社」がその時点での前

払い可能な金額を計算し、従業員等に支払

う 

なお、「サービス会社」は「預託型」と呼

ばれるものと「立替型」と呼ばれるものに

大別されます。本稿では、それぞれの詳細

については割愛をしますが、それぞれの特

徴に注意しながら、「サービス会社」の利点

を上手に生かし、企業の事務負担を増やす

ことなく、給料の前払い制度を導入するの

も人材獲得競争から１歩抜け出す施策にな

るかもしれません。 
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給料の前払い制度 

新しい制度やサー

ビスを正しく理解

し企業経営に活か

しましょう 
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